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ふれあい情報 

 

2014 年全国組織代表者会議 

＜介護保険制度充実・低所得高齢単身女性問題での政策・制度要求＞ 

実現に向け全国で自治体要請実施へ 
 介護保険制度充実や低所得高齢単身

女性問題での政策・制度要求を2014年度

重点政策に決めた退職者連合は、9 月 16

日に開催した全国組織代表者会議（写真

右）で市町村要請の際にベースとなる地

域行動モデル要求案や具体的実施要領

など、要求実現に向けた意思統一をはか

りました。また、地方連合会との連携が重

要なことから、9 月 24 日に都内で開かれ

た連合の「2014 社会保障制度に関する構

成組織・地方連合会政策担当者会議」（写

真下）に参加し、地域での連携した取り組

みを要請しました。 

 

 

会議には、連合本部から花井圭子総合政

策局長、寺田弘総合企画局長、平川則男

生活福祉局長および退職者連合担当の

倉永誠史組織拡大・組織対策局長、同 

林俊孝部長が出席しました。 

都内荒川区のホテルラングウッドで午前9時30分から

始まった全国組織代表者会議には退職者連合役員、幹

事、地方・産別退職者組織の代表など 120 名が出席。阿

部保吉会長（写真左上）は、冒頭に「介護保険制度から切

り離された要支援１，２について地方を中心に問題を把

握し、ただしてもらいたい。さらに地域包括ケアシステム

の構築に向けた意思統一をお願いしたい」と会議のねら

いについて述べました。 

会議では、連合を代表して花井圭子総合政策局長が

あいさつ。「安倍内閣により雇用・労働で危ない面がでて

きており、様々な課題が山積している。雇用・労働が安定

しなければ社会保障は安定しない」と指摘。秋の臨時国

会での労働法制改悪の動きを断固阻止したいとの決意

を明らかにし、「連合は、退職者連合との連携を強めなが

ら、来春の統一自治体議員選挙、その後の国政選挙に向け共

に闘うことを誓い合いたい」と述べました。 

 

 

▲全国の自治体要請で連合と退職者連合との連携した取り組
みの重要性を訴える菅井義夫事務局次長（右上）。（9月24日、
中央大学駿河台記念館。連合・政策担当者会議で） 

花井総合局長、連携強化訴え 

http://tr.jtuc-rengo/
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署
名
の
取
り
組
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よ
う
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退職者連合の目標は150万筆です。 

家族や友人、知人のみな

さんに広くよびかけ、運

動の輪を広げましょう！ 
 

 会議には、寺田弘総合企画局長、平川則男生

活福祉局長、退職者連合担当の倉永誠史組織拡

大・組織対策局長、同じく林俊孝部長が出席し

ました。 

 寺田総合局長からは、連合が来年6月までの

期間で取り組む「STOP  THE 格差社会！暮らし

の底上げ実現。第3弾」への支援要請が行われ

ました。これを受けて会議の中で林道寛事務局

次長は「地方退職者連合は地方連合会からの要

請に積極的に応えてほしい。産別退職者組織

は、中央での連合集会、国会行動に参加しよう」

と呼びかけました。 

運動の期間、取り組み結果の集約について

提起。とくに要求・要請書の作成にあたっ

ては、地域行動モデル案の中の「介護予防・

日常生活支援総合事業（総合事業）」につい

て「要支援者に対する介護給付復元」を国

に働きかけるよう強調してほしいと求めま

した。なお、まとめは来年2月17日開催予

定の「全国事務局長会議」で行います。 

 

 サービス水準低下、市町村間の
格差拡大につながり、問題 

 

 連合の重点政策について平川局長は、「介

護保険法改正後の対応について」と題して

報告。本年6月18日に成立した「地域にお

ける医療及び介護の総合的な確保を推進す

るための関係法律の整備等に関する法律」

（医療・介護確保推進一括法）について「介

護予防給付の一部（訪問介護、通所介護）

が市町村による新しい総合事業に移行され

現・退一致で暮らし底上げへ 

「要支援１、２」の介護給付 

復元求める 

 報告・協議では、退職者連合の菅井義夫

事務局次長が、政策・制度要求運動の重点、

花井圭子総合局長 

 

寺田 弘総合局長 

平川則男局長 

る。これは、社会保障制度の原理

を逸脱することやサービス水準の

低下、市町村間のサービスの格差

拡大などにつながり、問題だ」と

指摘し、地方自治体に対して実施

水準が低下しないように連合とし

ても対応していくこと明らかにし

ました。 

 さらに地域包括ケアシステムの

構築に向けた取り組みや地域包括

支援センターの機能強化、介護人

材確保などの取り組みを強化して

いくと述べました。 

地
方
連
合
会
と
連
携
が
重
要 
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考えは連合と同じ 

 全体まとめで菅井事務局次長

は、平川局長の報告を受けて、「連

合と退職者連合の考えは全く同

じだ。自治体要請にあたっては、

できるかぎり地方連合会との連

携をはかってほしい」と提起しま

した。 


